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■展望・解説■

エネルギー・資源

太陽エネルギーと化石燃料とのハイブリッド利用
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はじめに

太陽エネルギーの開発における最大の問題は化石燃

料が低価格のためにコスト的に競争にならないところ

にある．また，日本に限ってみると，世界のサンベル

ト（図1）から遠く離れているために太陽エネルギー

密度の高い場所での経済的に有利な太陽エネルギー開

発ができないという問題もある．かつて日本でも集光

太陽熱による発電技術の開発研究が行われたが，サン

ベルトの1／3程度のエネルギーしか獲得できないわ

が国においては経済性が成り立たないということで断

念された．日本のように直達光が弱く，日照時間の少

ない場訴では,PVによる太陽エネルギー開発しか可

能性はない．しかし，世界はサンベルトの太陽エネル

ギーを21世紀のエネルギー資源として利用するために，

サンベルトでの開発研究や商業ベースの実用化システ

ムの導入に精力的に取組んでいる!)．また，これまで

に先進国で開発されたサンベルト用の太陽エネルギー

利用システムもGEFの基金を投じてサンベルトに位

置する途上国に導入する計画が次々に実施される段階

へと達している!~2)．わが国も世界に遅れることなく，

経済的に有利なサンベルトの太陽エネルギー利用シス

テムの開発に取組むことが重要であり，今のこの時期

を逸すると日本はサンベルトの太陽エネルギー開発や

導入において世界から大きく水を開けられてしまうこ

とになる．わが国がこの開発に取組むには，本文で述

べるように太陽エネルギーを液体燃料として海上輸送

するエネルギー利用システムに着目することがサンベ

ルトの太陽エネルギー資源に対するわが国のエネルギー

セキュリティーという観点から重要である3~12).その

ためには，太陽エネルギーと化石燃料とをハイブリッ

ド化して利用することで経済性の成りたつ技術開発に
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取組む必要があるものと思われる．本稿においては，

世界的に開発が進められている太陽エネルギーと化石

燃料とのハイブリッド利用システムについてCO2削減

効果及び経済性評価の面から概説し，わが国が取組む

べき方向性について述べることにしたい。

1．太陽エネルギーと化石燃料とのハイブリッ

ド利用と経済性

太陽エネルギー利用システムはいかなるシステムで

あれ，新しく設備投資を必要とする．これに対し，化

石エネルギーにおいては，既に発電システムや交通部

門の燃料利用システムなどの社会インフラが十分に整っ

ている．太陽エネルギーの導入の足かせとなっている

のは，化石燃料が低価格であるということの他にこの

ような新しい設備投資や社会インフラの整備などの課

題もある．太陽エネルギー時代と言うと，化石燃料に

匹敵する一次エネルギー源として太陽エネルギーを利

用していることを想定しているものと思われるが，こ

れを想定すると21世紀にはサンベルトに相当規模の資

本が投下される市場と見込まれる．問題はいかに採算

の取れるビジネスとしてサンベルトヘの太陽エネルギー

産業を興すことができるかである．特に，日本として

どう産業を興すかである．

市場性を成立させるためには，既存の化石エネルギー

(｢石油｣）で利用されている社会インフラをそのまま

利用できる液体燃料（ソーラー液体燃料）を生産する

ことが考えられる．ソーラーメタノールはその有力候

補である．また，市場原理によって導入を進めるため

には，現存の化石燃料とほぼ同様の使い方において価

格的に競争可能なシステムとして導入を図ることを考

える必要がある．そして，国の助成やプロジェクトに

より導入を促進するにしても，既存のエネルギー産業

構造をスムースに変革できるソフトランディング型で

あることが求められる．そのためには従来設備と無関

係な新規システムとして太陽エネルギーのみを利用す
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図1世界のサンベルト地域

るようなものを導入するのではなく，化石燃料を利用

しつつ太陽エネルギーも利用するようなハイブリッド

システムの普及を考える必要がある．つまり，既存の

化石燃料用インフラがそのまま代用できることや，化

石エネルギー産業が燃料の転換を行うだけで太陽エネ

ルギー導入を可能とするようなステップを中間シナリ

オとして考えることである．さらには，このような中

間段階のシステムが,CO2削減がさらに強化されて行

くことに対し，経済性の成り立つ範囲においてフレキ

シブルに太陽エネルギーの導入割合を増やすことが可

能となるような技術としてプログラムされる必要があ

る．また,2030年頃から逼迫し始めると予想されてい

る石油に対して代替燃料として対応できることも必須

の条件と思われる．さらに，いわゆる太陽エネルギー

時代の実現に向けて，システムやインフラを遺産とし

て利用したり転用しながら市場経済に合わせて移行で

きるものが求められる．

2．経済性の成立するソーラーハイブリッドメ

タノール生産の可能性

ソーラーハイブリッドメタノールは化石燃料を主た

る原料として，一部に太陽エネルギーを利用して生産

するとができるので（ソーラーハイブリッド燃料)，

太陽エネルギー開発に伴う設備投資を大幅に緩和でき

る（10～20%が太陽エネルギー).また，ソーラーハ

イブリッド燃料としてのソーラーメタノール（ソーラー

ハイブリッドメタノール）は自動車のガソリンの代替

燃料として利用できるので，日本のように石油を輸入

せざる得ない国においてはガソリンの消費者価格が比

較的高く，代替燃料として競争できる可能性がある．

後述するように自動車用メタノール改質器が如何に低

価格化し，軽量化できるかが要ではあるが，燃料電池

自動車ではガソリン価格に対抗できる可能性がある．

また，日本のLNG火力発電では，天然ガスの液化の

インフラやLNGタンカーでの輸送などにコストがか

かるため，現地価格よりも高く，現地で天然ガスと太

陽エネルギーとで生産されるソーラーハイブリッド燃

料（ソーラーハイブリッドメタノール）は，コスト的

に日本でのLNG価格と競争できる可能性がある6~12).

オーストラリアは土地の大部分がサンベルトにあり広

大な太陽エネルギー資源として利用できる面積を有し，

しかも天然ガスや石炭が豊富に産出するので，太陽エ

ネルギーを利用した､ノーラーハイブリッド燃料生産に

適している6~12).さらに，オーストラリア国内には石

油が産出しないので海外から輸入しており，液体燃料

としてのソーラーハイブリッド燃料はオーストラリア

－13－
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国内でガソリン価格と競争できる可能性があり，市場

原理による太陽エネルギーの導入の見通しがある．ま

た，インドや中国のように石炭を産出しまたサンベル

トを国内に有する国では，石炭からのソーラーハイブ

リッド燃料を生産し，石油代替エネルギーとして輸出

することも可能であり，発展途上国にエネルギー産業

を興し南北問題の解決に資することも考えられる．い

ずれも石炭や天然ガスを原料として石油代替エネルギー

としてのソーラーハイブリッド燃料を市場原理に沿っ

て国際貿易の中で供給できるようにすることがポイン

トである．

4．太陽熱化学プロセスによるソーラーハイブ

リッド燃料の生産

吸熱反応により，太陽エネルギーを化学エネルギー

に変換するときの変換効率は，理論上,Carnot効率

と太陽光の吸収効率との積により決定される．キャビ

ティ型レシーバーでの実効理論変換効率は75％付近と

なる（図2)'3)．このように熱化学的的な方式による

太陽エネルギーの化学エネルギー変換効率はかなり高

い．実際に集光するにはさまざまな集光方式がドイツ，

アメリカを中心に開発されており実用化されているも

のもある．反射ミラーとか，太陽追尾のトラッキング

システムなど，周辺のインフラがかなりコスト高にな

るのでないかと考えがちであるが，この周辺のインフ

ラの低価格化は急速に進んでおり（図3）'4)，太陽熱

発電での試算ではコスト的に化石燃料と肩を並べるも

のが出てきている．太陽／化学エネルギー変換が，コ

スト的にも変換効率においても，期待が寄せられてい

るところである．

3．石炭・天然ガスからのソーラーハイブリッ

ド燃料の特長6~8）

海外のサンベルトにおいて，下記のように，石炭と

天然ガスとの1：1で生産されるソーラーハイブリッ

ドメタノールを日本に運んできて火力発電用の燃料と

して利用するとCO2が14%削減できる．この削減は，

海外のサンベルト地域の太陽エネルギーの導入によっ

て行われる．つまり，日本国内に外からの新エネルギー

が火力発電部門に14％導入できることになる．メタノー

ルはLNG同様にコンバインドサイクル発電に利用で

きる．また，自動車用メタノール燃料（直接噴霧燃焼

と燃料電池の両方に利用可能）として利用でき，ジメ

チルエーテルとしたときにはディーゼルエンジンに直

接利用できる．クリーンな燃料で，石炭や天然ガスを

直接利用する時の大気汚染問題や環境汚染問題（ベン

ゼン,NO%等）が解消できる．多くの産業分野，民生

部門でクリーンな燃料として使用が可能である．

また，現在輸入している石炭と天然ガスは，ソーラー

ハイブリッドメタノール（ソーラーハイブリッドジメ

チルエーテル）として輸入でき，言い換えれば，天然

ガスと石炭の全く新しい輸送手段ともなる．石炭の

CO2排出分を天然ガスへの燃料転換のみで削減しよう

とすると石炭の輸入を抑え，天然ガスを増やさなけれ

ばならない．しかし，この新しい輸送手段では，石炭

と天然ガスの輸入比率を1：1にキープしておくこと

ができる．石炭の輸入を減らす必要もなく，かといっ

て天然ガスに強く依存する必要もない．エネルギーセ

キュリティーの観点からはバランスをうまく保つこと

ができる．
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図2太陽光集光度と実効変換効率の関係

化石燃料と太陽エネルギーとのハイブリッド化は天

然ガス（メタン）の改質反応か石炭（主に炭素）のガ

ス化反応により合成ガスをつくり，これをメタノール

かジメチルエーテルに転換する．

太陽熱を利用して，石炭(C)(1モル）及び天然

ガス（メタン,CH4)(1モル）を水蒸気(H20(9))

と吸熱反応である以下の反応

C+H20(9)→CO+H2(石炭カス化)(1)

CH4+H20(9)→CO+3H2(メタン改質)(2)

を起こさせる．次に，これらの反応で得られる一酸化

炭素(CO)(2モル）と水素(H2)(4モル）ガスを

原料として下記反応により

2CO+4H2→2CH30H(3)

2CO+4H2→(CH3)20+H20(4)

メタノール（2モル）またはジメチルエーテル（1モ

－14－
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図3ヘリオスタットの開発とコスト低減化

ル）が生産できる．このうち，天然ガスの改質反応と

石炭のガス化反応は吸熱反応であり，この吸熱反応に

必要なエネルギーとして集光太陽熱を供給する．これ

らの熱は生成物のメタノールやジメチルエーテルの化

学結合エネルギーとして蓄えられる．これを利用する

には，メタノールかジメチルエーテルの燃焼熱として

取り出すか，燃料電池に用いて電気エネルギーとして

取り出す．取り出されるエネルギーは，もとの天然ガ

ス単独あるいは石炭単独でこれらを燃焼して燃焼エネ

ルギーとして利用する場合に比べると，太陽エネルギー

をハイブリッド化したものの方が単位炭素あたり多く

のエネルギーを取り出すことができ,CO2削減が可能

となる6~8)．下記に，火力発電所に利用する場合に電

力変換においてどの程度太陽エネルギーによるCO2削

減が可能となるかを示した．

5．ソーラーハイブリッド燃料による火力発電

でのCO2削減効果と経済性評価

石炭(C)1モルを燃やすと393.5kJの熱と1モル

(0.044kg)のCO2が発生する．石炭を微粉炭火力で

燃やして電気に変えるとすると，その発電効率（燃料

のエネルギーが電気に変換される割合）を40%(HH

V,高位発熱量基準：燃焼で生じた水蒸気(H20)が

液体（水）に戻るときの凝縮熱も含めたもの）とする

と，発生する単位発電量当たりのCO2量は1.01kg/

kWhとなる．

天然ガス（メタン,CH4)を燃やすと890.4kJの熱

と1モル(0.044kg)のCO2が発生する．日本で天然

ガス（メタン,CH4)を用いる場合，液化して液化

天然ガス(LNG)にして海外（東南アジア，アラス

カ等）から輸入されている．この液化にエネルギーを

消費するのでCO2排出量を求める上で，その液化効率

(投入された天然ガスの内，液化された割合）も含め

る．この液化効率を86％とする．液化天然ガス(LN

G)をガスタービンコンバインドサイクルで燃やして

電気に変えるとし，その発電効率を50%とすると，発

生する単位発電量当たりのCO2量は0.41kg/kWhと

なる．

一方，メタノール（ソーラーハイブリッド燃料）の

燃焼反応は1モルで726.6kJの熱と1モル(0.044kg)

のCO2が発生する．メタノール（ソーラーハイブリッ

ド燃料）をガスタービンコンパインドサイクルで燃や

して電気に変えるとし，その発電効率（燃料のエネル

ギーが電気に変換される割合）を50%(HHV,高位

発熱量基準：燃焼で生じた水蒸気(H20)が液体

（水）に戻るときの凝縮熱も含めたもの）とすると，

発生する単位発電量当たりのCO2量は0.44kg/kWh

となる．また，ジメチルエーテル（ソーラーハイブリッ

ド燃料）1モルを燃やすと1460.5kJの熱と2モル(0.

088kg)のCO2が発生し，ガスタービンコンバインド

－15－
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サイクルで燃やして電気に変えるとし，その発電効率

(燃料のエネルギーが電気に変換される割合）を50％

(HHV,高位発熱量基準：燃焼で生じた水蒸気(H2

O)が液体（水）に戻るときの凝縮熱も含めたもの）

とすると，発生する単位発電量当たりのCO2量は0.43

kg/kWhとなる．

以上の計算より，ソーラーハイブリッド燃料をメタ

ノールやジメチルエーテルとして生産した場合，単位

発電量当たりのCO2排出量は0.44または0.43kg/kWh

であり，液化天然ガス(LNG)単独利用のときの0.41

kg/kWhと同等まで低減できることがわかる．

また，石炭(C)1モルと天然ガス（メタン,CH4)

1モルとから合成したソーラーハイブリッド燃料（メ

タノール，ジメチルエーテル）のCO2排出量0.44

(0.43)kg/kWhは，石炭と天然ガスをそのまま個別

に1：1の比率（単位発電量当たり）で使用した場合

のCO2発生量である0.71kg/kWhと比べ，約40%程

度低くなる．つまり，石炭：天然ガス＝1：1（炭素

モル比）で生産したソーラーハイブリッド燃料では，

火力発電用燃料として利用した場合（現在使用中，も

しくは今後使用する予定の石炭，天然ガスを1：1の

比率（単位発電量当たり）でソーラーハイブリッド燃

料に転換する場合）には太陽エネルギーの導入分も含

めて約40％のCO2削減が理論上可能となる．さらに，

建設予定の石炭炊きの火力発電所に対しては，ソーラー

ハイブリッド燃料としてのメタノール炊きとすること

により約60％のCO2削減が可能となる（石炭を，天然

ガスと共に太陽エネルギーを用いて，ソーラーハイブ

リッド燃料という液体燃料に形を変えて利用する)．

この60％のCO2削減は，石炭と天然ガスを原料として

1：1（炭素モル比）の比率で利用しているもので，

天然ガスのみに依存するのではなく，長寿命の石炭を

利用するという点でエネルギーセキュリティーの面も

見た上での数値であり,CO2削減効果の他にも重要な

意味を持っている．

経済性を考えると,100%の太陽エネルギーのソー

ラー燃料は，仮に10％の太陽エネルギーが入っている

ソーラーハイブリッド燃料に比べると，ソーラ設備が

10倍になり，それだけコストと設備面積を必要とする．

そのため,100%のソーラー燃料は大変に高いものに

なり，化石燃料とは太刀打ちできない．これは，100

％の太陽エネルギーのソーラー燃料を生産する技術で

は市場原理によって太陽エネルギーを開発することは

できないことを意味する．

エネルギー・資源

これに対し，石炭・天然ガス1：1（炭素モル比）

で生産するソーラーハイブリッドメタノールは，上記

のように火力発電所では14％程度の太陽エネルギーの

入ったソーラーハイブリッド燃料として利用すること

になり，この程度の比率であれば，経済性のある太陽

エネルギー開発が期待できる．そのコストを実際に試

算してみると，1.5円/Mcalとなった8)．この試算で

は，1ソーラーファーム（直径480mのヘリオスタッ

トフィールド）の石炭のガス化炉の大きさがIGCC実

用化規模の約1／5（石炭180t/B)となること，ま

たメタノール合成設備に対し,WE-NET第一期中間

報告の5000t/日の試算結果に2/3乗則を仮定した．

試算結果はLNGや原油の価格と同等となり，さらに

詳細な試算を行わなければならないが，市場性のある

燃料が生産できる見通しは十分に期待できる．また，

われわれがNEDO・エネルギー総合工学研究所の委

託で行った調査研究では8)，このような天然ガスと石

炭との両方が利用できるサンベルトの場所として，オー

ストラリアのブリスベン奥地のRomaが適している

ことがわかった．この場所で石炭と天然ガスを用いて

ソーラーメタノールを年間1000万トンを生産して日本

に輸出し，日本の火力発電用燃料として用いると500

万kWの発電が可能となる．この規模でのメタノール

製造コストは8～9円/kgでメタノール輸出価格15

円/kg(FOB)で税前利益は約600億円程度となる

(投資回収期間10年).CO,排出量は石炭火力発電所を

対象とすると前述のように約60%削減でき，それは500

万kWの発電（石炭火力）に対し，炭素換算で約380

万トン／年が実際に削減できる．この数値は実際に太

陽エネルギーの導入により削減される．今後，開発に

10年，それから20年の間に石炭火力からソーラーメタ

ノール火力発電に転換する事業をビジネスとして展開

することは可能であり，その方策をとれば，石油が逼

迫し始める2030年ごろには，石油に依存することなく，

また石炭燃焼を行うこともなくほぼLNG(0.41kg/

kWh)と同等のCO2排出率(0.44kg/kWh)で火力

発電が可能となる．しかも太陽エネルギーが14％は導

入でき，新エネルギーの導入効果が期待できる．

6．燃料電池搭載型自動車用のソーラーハイブ

リッド燃料のコスト

燃料電池搭載型自動車はすでに実用化段階にあり，

水素やメタノールなどの燃料の大量供給システムカミこ

れからの課題となっている．当面は天然ガスを燃料と

－16－
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図4天然ガスのソーラー改質によるH2生産及び分離CO2のガス田への埋め戻し'5）

するHC(Hydrocarbon)型燃料電池が普及し，水

素やメタノールが大量供給される社会システムが整う

まで過渡期的な位置を占めるものと予想される15).水

素やメタノールは，天然ガスを原料として水蒸気改質

反応を用いて生産できるが，改質反応が吸熱であるた

めに天然ガスを燃焼させる従来技術（天然ガス燃焼型）

ではCO2排出の問題がある．これを解決する方法とし

て上記のような集光太陽熱を用いる､ノーラーハイブリッ

ド燃料生産（集光太陽熱利用型）が考えらていれる．

天然ガス（メタン）1分子の水蒸気改質で得られる合

成ガスからは1分子のメタノールとl分子の水素が生

産される．また，サンベルトからの水素ガスパイフ。ラ

インでの輸送が可能であれば，シフト反応により4分

子の水素に転換し，ソーラーハイブリッド水素燃料と

して供給することが考えられる．米国プリンストン大

学のWilliamsら'5)は天然ガスの水蒸気改質反応とシ

フト反応を用いて水素を生産するシステム（水素ガス

パイプラインで消費地に輸送）について，集光太陽熱

を用いるケース（集光太陽熱利用型）と用いないケー

ス（天然ガス燃焼型）で,CO2の排出量や経済性（燃

料電池自動車への利用）について試算を行っている

(図4)．燃料電池自動車について従来のガソリン車と

比較してみると，走行距離kmあたりの消費者価格は，

従来のガソリン車を1.00とすると，天然ガス燃焼型で

は072,集光太陽熱利用型では0.88となっている．い

ずれもガソリン車のガソリンよりも低価格で水素が供

給できる結果となっている．また,CO2排出量でみる

と，天然ガス燃焼型では16.2kgC/GJH2,集光太陽

熱利用型で1248kgC/GJH2であり，天然ガス燃焼

型よりも23％ほどCO2削減が可能となる．さらに，い

ずれも，分離したCO,をガス田に埋め戻す方式

(EnhancedNaturalGasRecovery)を取り入れた

場合でも，現行の自動車のガソリン価格を下回る結果

となっている．集光太陽熱利用型で埋め戻す方式にお

いては,CO2排出量はわずか2.28kgC/GJH2であり

(天然ガス燃焼型では6.05kgC/GJH2と約3倍もの

CO2が排出),コスト的にも現行の自動車のガソリン

価格を1割程度下回っており，地球温暖化回避に十分

な効果が期待できるシステムとして期待できる15).

上記の試算は水素ガスパイフ・ラインでの輸送が適用

可能な場合(消費地がサンベルトの近くに位置した陸

続きにある場合)に限られ，欧州（北アフリカのサン

ベルト)，米国（カリフォルニアのサンベルト)，オー

ストラリア（大部分がサンベルト）などのようなとこ

ろでは水素ガスパイプラインでの輸送が可能である．

しかし，わが国は，サンベルトから遠く海を隔てたと

ころにあり，水素として輸送することは技術的，コス

ト的に解決すべき課題があり，中間シナリオとしては

メタノールとして輸送することを考える必要がある．

国際競争力の視点から，石油が逼迫し始める2030年を

目処に，わが国が海外のサンベルトでのソーラーハイ

ブリッドメタノール（石炭・天然ガスを原料）を低価

格で生産できるプラントをオーストラリアとの共同実

施において建設し，石炭および石油の代替燃料として

世界各地にタンカー輸送するグローバルエネルギー供

給システムとして確立することが戦略として望まれる．

上記の水素ガスパイプラインシステムでは水素貯蔵タ

ンク等のインフラ整備が必要であるが，メタノールで

1ワ
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あれば石油タンクや石油タンカーなど既存の石油用の

インフラを代用できるので普及性の点で優れる．メタ

ノールと水素での市場価格の差異，メタノール改質器

搭載の燃料電池自動車と水素貯蔵器搭載型の燃料電池

自動車での性能や経済性の差異，メタノールと水素を

燃料として供給するトータルとしての社会インフラの

差異などにより，いずれかが選択される．しかし，中

間シナリオとしては水素燃料の社会インフラが整うま

では，市場原理によりメタノール燃料電池自動車が先

行して普及するものと考えられ，やがて水素燃料へと

移行することになるのではないかと思われる'5)．

7．ソーラーハイブリッド燃料の中期・長期的

な展望

2010年以降には，太陽熱発電がサンベルトでかなり

普及するものと予想されるが，それに対応して，夜間

電力供給のための発電用ソーラーハイブリッド燃料力：

重要な役割を担うことになる．2010～2030年頃に向け

た中期的な展望として，太陽熱発電の夜間発電用とし

て昼間に天然ガスからソーラーハイブリッド水素燃料

を生産し，それを夜間，水素燃焼タービンで電力を生

産するシステムが実用化されるものと考えられる．上

記のように，水素燃料の生産工程で分離されるCO2は

埋め戻しが容易で,CO2発生を経済的にかなり抑制で

きる．サンベルトでの太陽熱発電の普及に合わせて，

このようなソーラーハイブリッド燃料生産と水素燃焼

タービン技術はCO2低減技術として2030年ごろには商

業化できる可能性がある．

長期的には天然ガスも枯渇し，石炭に依存する時代

となる．また，途中で水素燃料を利用する社会インフ

ラが整うことも考えられる．このような変化に対応し

て，石炭を用いる高温太陽熱利用技術によるソーラー

メタノール生産システムでは，ソーラー設備や反応炉

などのインフラをそのまま利用し，石炭からソーラー

水素を生産するシステムへと変換することは容易にで

きる．また，生産過程で分離されるCO2が主成分ガス

として回収できるので,CO2削減が樹上された時には，

埋め戻しや深海貯留が必要となった場合にも技術的に

もまた経済的にも対応できると思われる(CO2の埋め

戻しや深海貯留によるCO2固定化技術は，火力発電所

の排ガスから回収するより，サンベルトでソーラーハ

イブリッド燃料を生産する技術とハイブリッドさせた

システムとする方が経済的に有利であり，技術的ハー

ドルも低い)．また，石炭・天然ガスからソーラーメ

エネルギー・資源

タノールを生産するシステムでは，天然ガスの改質反

応炉を石炭のガス化炉に転換することにより対応でき

る．さらに，十分なソーラー設備が遺産として利用で

きる時期には，金属酸化物を利用する2段階水分解反

応'6~'9)での集光太陽熱からの水素生産もソーラーハイ

ブリッド燃料生産との併用で経済性の成立する範囲で

稼動することもできよう．

バイオマスを利用するソーラーハイブリッド燃料の

生産も，経済性や土地利用との関連で将来的には場所

によっては実用化される可能性がある．

おわりに

私がスイスのPSI(国立パルシェラ研究所）の客員

教授として集光太陽熱を化学エネルギーに変換する研

究に従事したのは5年も前のことである．その時，私

はかつて日本で集光技術による太陽熱発電の開発研究

が行われていたということをまったく知らなかった．

スイスの研究者や世界の集光太陽熱利用技術の研究者

と初めて交流するときに，彼らが口癖のように私に言っ

たことは，「どうして日本はサンベルトの太陽エネル

ギー資源に目を向けないのか」という言葉であった．

その後，私は，アメリカのカルフォルニア，オースト

ラリアの東側と西側，スペインのアルメニアなどのサ

ンベルトで行われている世界の太陽エネルギー開発状

況と商業化プラントを見て周り，確かに日本はサンベ

ルトから遠く離れており，石油・天然ガスと同様に，

日本は21世紀の太陽エネルギー資源利用においてもか

なり不利な条件下にあることを痛感した．日本が置か

れている地球上の地理的に不利な条件の中で，わが国

がいかにサンベルトの太陽エネルギー資源を開発する

かという道は，わが国自身が見出す他なく，諸外国は

サンベルトを近くで利用できるところにいて，我々と

はかなり異なった環境にいるのである．21世紀のサン

ベルトの国際太陽エネルギービジネスに日本が参画す

るためにも，集光太陽熱利用技術に対する国内での理

解の深まることを切に願って止まない．もちろん，日

本国内でのPVの普及は，日本国内での太陽エネルギー

開発として大変重要であり，一層の技術開発と大量生

産体制によるコストダウンに向けた努力を欠かしては

ならないことは言うまでもない．
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利用頂くか，所定の研究発表申込用紙等をご請求下さい．

〒657-8501神戸市灘区六甲台町1‐1神戸大学工学部機械工学科内

第37回日本伝熱シンポジウム準備委員会事務局・浅野等

TEL&FAX:(078)803-6122,E-mail:ht_sympo@mech.kobe-u.ac.jp

催

主
開
会

催
日
場

申込締切

申込方法

連絡先

－19－




